
_ 減損会計に係る注記
固定資産の減損関係
{ 減損を認識した固定資産
以下の資産について減損を認識しています。
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

資 産 名 称 用 途 場 所 種 類 帳 簿 価 額

ハーベスター 研究業務用 北海道河西郡
芽室町

機械装置 44¶820¶000円

３Ｄドーム型景観シミュ
レーションシステム

研究業務用 茨城県つくば
市

工具器具備
品

49¶829¶611円

外来研究員宿泊施設 宿泊施設 栃木県那須塩
原市

建物 7¶605¶363円

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの
内訳

資 産 名 称 種 類 損益計算書に計上し
た金額

損益計算書に計上し
ていない金額

ハーベスター 機械装置 44¶820¶000円 0円

３Ｄドーム型景観シミュ
レーションシステム

工具器具備品 0円 44¶111¶311円

外来研究員宿泊施設 建物 0円 7¶605¶363円

北海道農業研究センター
紋別試験地

土地 0円 23¶116¶500円

建物 0円 18¶519¶033円

構築物 0円 2¶583¶930円

北海道農業研究センター紋
別試験地

研究業務用 北海道紋別市 土地 29¶533¶000円

建物 18¶519¶033円

構築物 2¶583¶930円
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イ 減損の認識に至った経緯
ハーベスターは、平成22年12月閣議決定「独立行政法人の事務・事業見直しの基本方針
について」において廃止決定されており、平成23年10月に使用を停止したため、減損を認
識しております。なお、当事業年度に国庫へ返還しております。
３Ｄドーム型景観シミュレーションシステムは、第３期中期計画において平成23年度以
降処分することが決定されており、平成24年３月に廃止決定を行ったため、減損を認識し
ております。
外来研究員宿泊施設は、経年による老朽化のため、年度計画における施設の集約化によ
り使用しないこととしたことから減損を認識しております。
紋別試験地は、第３期中期計画で組織を見直す小規模な研究拠点となっており、平成23

年４月をもって研究機能を芽室研究拠点に移転・統合したことにより、それ以降の使用実
績がなく、今後も利用見込みがないため、減損を認識しております。

エ 回収可能サービス価額の算出方法
ハーベスターの回収可能サービス価額は、政府受託収入で購入した資産であり国庫へ返
還するため、０円として算出しております。
３Ｄドーム型景観シミュレーションシステムの回収可能サービス価額は、正味売却価額
により測定しており、売却見込額から処分費を控除して算出しております。
外来研究員宿泊施設の回収可能サービス価額は、売却見込みがないことから使用価値相
当額により測定しており、当該資産の使用が想定されていないことから０円として算出し
ております。
紋別試験地の回収可能サービス価額は、土地については正味売却価額により測定してお
り、当該正味売却価額は不動産鑑定評価額から建物等解体撤去費を控除して算出しており
ます。また、建物及び構築物については、売却見込みがないことから使用価値相当額によ
り測定しており、当該資産の使用が想定されていないことから０円として算出しておりま
す。

６．有価証券の評価基準及び評価方法
\ 満期保有目的の債券

取得差額がないものは原価法、取得差額があるものは償却原価法（定額法）を採用してお
ります。

] 関係会社株式
移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合には、持分相当額）を採用しており
ます。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ 製品
最終仕入原価法を採用しております。

] 未成受託研究支出金
個別法による原価法を採用しております。

^ 消耗品及びその他の貯蔵品
最終仕入原価法を採用しております。

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

９．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理を行っております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を行っております。
10．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。
注記事項
１．貸借対照表

\ 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 1¶432¶034¶494円
] 運営費交付金から充当されるべき退職一時金の見積額 29¶999¶925¶266円
^ 国等からの出向職員に係る退職一時金の見積額 113¶730¶993円
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